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1　背景と目的

近年、都市自治体を取り巻く環境は大きく変化している。人口減

少や少子高齢化が進行する中、コロナ禍を契機としてテレワークや

二拠点居住といった生活様式の選択肢が広がり、「どこで暮らすか」

に対する価値観も多様化している。あわせて、住民が情報に接触す

る行動も変化し、紙媒体、ホームページ、SNS など、複数の情報

媒体が併存する状況が一般化した。その結果、自治体においては「情

報を発信しただけでは伝わらない」という課題が顕在化している。

加えて、情報過多の時代においては、ソーシャルメディアを中心

に誤情報や不確かな情報が拡散されるリスクも高まっている。この

ような状況下では、行政が発信する情報の信頼性や、どの媒体を用

いて、どのように情報を届けるのかという点についても、改めて検

討する必要がある。

自治体広報は、単なる行政情報の伝達手段にとどまらず、住民と

の関係性を形成する重要な役割を担っている。特に広報紙は、全戸

配布というプッシュ型の特性を有し、毎号、数万部規模の情報を確

実に住民へ届けることができる媒体である。一般に出版業界におい

ては、単行本が数万部発行されれば「ヒット作」と評価されること

が多いが、自治体広報はそれと同等、あるいはそれ以上の到達力を、

定期的に有している点に特徴がある。

しかしながら、この高い到達力が、必ずしも「伝わる広報」を意

味するわけではない。発行すること自体が目的化し、内容や表現、

伝達効果の検証が十分に行われないまま継続される広報は、いわゆ

る「アリバイ広報」として、読まれなくなるだけでなく、住民に情

報を届けることに対する自治体の姿勢を問われかねない危険性をも

孕んでいる。広報紙は住民の手元に確実に届くからこそ、一つ一つ

の発信において、「なぜ伝えるのか」「どのように伝えるべきか」と
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いう視点が、これまで以上に問われていると言える。

このように、自治体広報は量的な到達力の大きさを前提としつつ、

前段で触れた、取り巻く環境の大きな変化を背景に、質的な転換が

求められている。単なる情報提供にとどまらず、住民に理解され、

共感され、さらには行動につながる広報へと進化できるかどうかは、

今後の自治体運営において重要な意味を持つと言える。

住民が自発的にまちに関わり、参画することが、継続して活力あ

るまちを形成していくうえで、必要不可欠である。そのためには、

行政が一方的に主導権を握るのではなく、主役はあくまで住民であ

り、自治体広報の目的の一つには、住民が判断するために必要かつ

正確な情報やシーズを共有・提供することが求められる。さらに、

これからの自治体広報においては、行政以外の主体との協働や、行

政の弱みや課題も含めて伝える姿勢が、より重要になっていくと考

えられる。

こうした背景のもと、近年では、自治体広報を「伝える」から「伝

わる」への転換を図る声をよく耳にするようになった。情報を可視

化するだけでなく、「誰に、何を、どこまで伝え、どのような行動

を期待するのか」を明確にした設計が不可欠である。一方で、見た

目の良さや先行事例の模倣にとらわれるあまり、自治体広報の本質

的な役割が十分に理解されないまま進められる危険性も懸念され

る。変化のスピードが速く、情報があふれる現代において、自治体

広報に求められるのは、一過性ではない信頼性である。

しかし、自治体の広報現場では、広報活動が担当者個人の経験や

スキルに依存するケースも少なくない。人事異動が定期的に行われ

る自治体においては、広報の質にばらつきが生じやすく、知識や視

点が組織として十分に蓄積・継承されているとは言い難い状況もあ

る。実際に、広報担当者からは「『市民に伝わる広報を』と言われ

ても、職員によって解釈に差もあり、何をどう改善すればよいのか
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分からない」といった声も聞かれる。また、複雑化・多様化する課

題に対応し、業務量が増加している背景や全く異なる業務を担う各

部署が、共通の目的意識を持って自らの施策をどのように住民に伝

えるかを、組織全体として、同じ水準で考えることは容易ではない。

本章では、こうした背景を踏まえ、これらの課題を解決する手法

の一つとして「広報シート」に着目する。広報シートはあくまで数

ある手法の一つにすぎないが、広報の目的や考え方を職員間で共有

し、属人的な広報から組織的な広報へと転換する可能性を持つ。本

章では、その意義と機能について考察する。

2　広報シートの意義と機能

（1）本庄市における取組みの概要
筆者の所属する埼玉県本庄市では、情報の発信に関して、特に重

視していることのひとつに、いかに市民の自発的な参画や関わりを

促すかという点がある。行政が主導権を握るのではなく、主役はあ

くまで住民であり、行政は住民が判断するために必要かつ正確な情

報やシーズを提供する立場であると考えている。

シティープロモーション事業では、「自発的にまちに参画する住

民を増やす」ことを目的に、複数の事業を展開している。2008 年

度（平成 20年度）から長期的に実施している高校生プロジェクト「七

高祭」では、高校生がまちやまちの人々との関わりを通じて、自らの 
企画を実現したり、そこで得た経験をもとに、卒業後も「マチノブ

カツ」として、自走する動きが生まれている。また、2023 ～ 2024
年度（令和 5 ～ 6 年度）に期間を定めて、重点的に取り組んだシティ

ブランディング事業では、市民や関わる人たち約一万人の参加によ

る「ブランドメッセージ」の策定を行うなど、対象や手法こそ異な

るものの、いずれも事業の「結果」だけでなく「過程」から関わる

02-第2章.indd   2602-第2章.indd   26 2026/03/11   8:09:012026/03/11   8:09:01

Copyright 2026 The Authors. Copyright 2026 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



第 2 章　組織的に広報を支える仕組み －広報シートの活用と効果－

27

ことを重視し、自走する担い手を増やすことに共通性がある。

こうした取組みと並行して、本庄市では広報紙やホームページ等

についても「伝わる」ことを重視した改革を行っている。広報紙では、

市民が登場するページ作りなど、掲載内容をはじめ特集記事の活用

の推進やデザイン、ページ数に至るまで、大幅な見直しを行うと同

時に、「市公式メディア活用マニュアル」を整理・明文化した。マニュ

アルの周知にあたっては、各課に配置された広報連絡担当者を対象

とした会議の場等で、目的や考え方を直接共有し、あわせて、SNS
等の紙媒体以外の発信についても、媒体特性を踏まえた目的別活用

を促した。

さらに、2025 年（令和 7 年）10 月には市ホームページのデザイ

ンを刷新し、新たに策定した「ブランドメッセージ」に込めたコン

セプトの表出と親和性を重視した構成へと見直しを行うほか、公募

図 2-1　本庄市におけるシティブランディング事業

出典：本庄市
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による「市民ライター」による発信や、広報紙と同様に、市民が多

く登場するページづくりを進めることで、それぞれの関わり方で自

発的にまちに参画する住民の姿を可視化し、市の姿勢や考え方が一

貫して伝わるよう工夫した。

このような一連の取組みの中で、情報発信の重要性を鑑み、組織

として「伝わる」情報発信の実現のため、本庄市では他自治体の事

例を参考に、3 年前から「広報シート」を導入し、主に広報紙づく

りに活用している。

こうした取組みを通じて、住民からは「まちのことがわかるよう

になった」、「広報が届くのが楽しみになった」、「事業への参加者が

増えた」など、効果が見え始めているところである。

図 2-2　市公式メディア活用マニュアル

出典：本庄市
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図 2-3　ヒアリングシート

出典：本庄市

（2）「広報シート」の定義と特徴
広報シートとは、自治体の広報活動において、発信の目的やター

ゲット、期待する効果や行動変容などを事前に整理・記録し、「伝

わる」広報を実現するためのツールである。本研究においては、広

報紙の記事や特集、ウェブ掲載、報道発表等を行う際に、広報活動

の設計段階を支える仕組みとして位置づけるものとし、対象は、こ

れらの項目の一部に限った場合の使用や、全庁的又は広報担当部署

のみが使用するケースもあるものとする 1。

広報シートの特徴は、完成した広報物そのものではなく、広報活

動の設計段階に焦点を当てている点にある。作成過程では、「誰に」

「何を」「なぜ」「どのように伝えるのか」といった問いに向き合う

ことが求められ、職員自身が広報の目的や意図を言語化する機会と

なる。様式の完成よりも、思考を整理し、広報の本質を再確認する

プロセスに価値がある点が、重要な特徴である。

1 　広報シートの具体例については、第 7 章アンケート調査結果報告に掲載されて

いる参考資料 1：広報シート例 A「広報全体に関わるもの」及び参考資料 2：広

報シート例 B「広報紙に特化したもの」を参照。
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（3）導入の背景にある共通課題
また、調査を行う中で、広報シート導入の背景には共通した問題

意識が存在することが明らかになった。具体的には、「部署ごとの

意識の高さや温度感の違いがある」をはじめ、「広報の質にばらつ

きがある」「担当者が変わるたびに手法が変化する」「発信の目的が

曖昧なまま情報が出されている」といった課題である。

特に、「掲載すること自体に意義がある」「例年行っているから実

施する」といった発想に基づく広報は、紙面や時間を多く費やして

いるにもかかわらず、住民に十分伝わっていないという反省が多く

聞かれる。このような状況を改善するために、個々の職員の能力や

経験に依存するのではなく、広報の考え方や判断基準を組織として

共有する仕組みが必要であるとの認識が、導入の大きな動機となっ

ている。

また、広報担当部署のみがノウハウを蓄積するのではなく、事業

を所管する各部署が自らの施策を「どのように住民に伝えるか」と

いう視点を持つ必要性が高まっていたことも、導入の背景として挙

げられる。

（4）広報シートに期待される効果
広報シートに期待される効果のひとつに、自治体が目指す将来像

や本来目的と、それを実現するために必要な「伝わる広報」への意

識を、職員間で共有できる点がある。広報は、情報を発信した時点

で完結するものではなく、住民に理解され、意識や行動の変化につ

ながり得ることで初めて意味を持つ。

広報シートは、その前提となる考え方を可視化し、組織として共

有するための基盤として機能する。広報活動を属人的な取組みから、

組織として支える仕組みへと転換するうえで、有効な補助的ツール

となり得ると考える。
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3　広報シートを通じた職員の意識変容と 
「伝わる広報」への転換

（1）広報活動の「記録」と意識共有の可能性
行政が実施した広報活動について、情報を伝えたい対象や発信の

目的、活用した媒体などを一定の様式で整理・記録することは、個々

の事業を超えて、組織全体で広報に対する意識を共有することにつ

ながる可能性を持つ。単に広報物を作成するための補助資料ではな

く、行政内部において「広報とは何か」「なぜ伝えるのか」といっ

た基本的な問いを共有するための基盤として機能し得るものであ

る。

実際に行った本研究会におけるヒアリングにおいても、広報シー

トを介した各部署とのやり取りが、「最初は面倒に感じたが、使っ

ているうちに『誰に何を伝えたいのか』が明確になってきた」や 
「『読み手の立場で考えるようになった』『考えが可視化できるよう

になった』といった前向きな意見が多く聞かれるようになった」な

ど、職員の意識に変化をもたらしているという声が聞かれた。とり

わけ、広報担当部署が一方的に原稿を修正したり指示を出したりす

るのではなく、広報シートを通じて事業の背景や目的、伝えたい意

図を丁寧に確認するプロセスそのものが、職員にとって「伝えるこ

と」の意味を改めて考える機会となっている点が特徴的であった。

（2）広報シートがもたらす職員の意識変化
広報シートは、研修等を通じて、組織全体に同じ水準で考えるこ

とを浸透することが難しい場合においても、仕組みとして活用する

ことによって、自治体職員が担う広報の役割や意義を理解するため

の有効な手段となると考えられる。シートを作成する過程で、伝え

る相手や目的を言語化することにより、住民との関係性を形成する
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行為の一部であるという認識が、徐々に共有され得るものと考える。

自治体広報の特性を踏まえると、広く住民全体に情報を届けるこ

とに加え、ターゲットを明確に設定し、情報を届ける相手を強く意

識することの重要性も再認識される必要がある。広報シートを用い

ることで、「誰に向けた情報なのか」また、その情報が「住民全体

にとってどのような意味を持つのか」という問いを持つきっかけと

なり、情報の整理や優先順位付けにも寄与すると考えられる。

（3）「伝わる」ことの重要性と自治体広報の信頼性
では、改めて、なぜ自治体広報において「伝わる」ことが重要な

のか。それは、行政が主導権を握るのではなく、主役はあくまで住

民であり、さらに、自治体の施策やサービスの多くは、住民の理解

と協力を前提として成り立っているものである。制度や事業の存在

が十分に知られなければ利用につながらず、さらには、その趣旨が

正しく伝わらなければ誤解や不信を生むおそれがある。

また、自治体に対する長期的な信頼は、大きな施策のみならず、

日々の情報発信の積み重ねによって形成されていくものである。自

治体広報には、施策や取組みを「可視化」する役割と、それを通じ

て住民の理解や行動につなげていく役割の両方が求められる。その

ためには、一方通行の単なる伝言板にとどまらず、発信の目的や意

図について、より丁寧な検討が不可欠である。広報シートは、こう

した検討を促すための一つの手がかりとなり得る。

（4）「方向性や価値観」の継承と広報シートの可能性
自治体の首長や議員、職員は、選挙や人事異動によって入れ替わ

りがある一方で、住民は、それに比較して長く同一の自治体と関わ

り続ける可能性が高い存在である。そのため、行政の情報発信にお

いては、個々の担当者の考え方や経験に過度に左右されることなく、
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一定の方向性や価値観が継承されていくことが重要である。

広報シートを活用することで、「何を伝えるか」だけでなく、「な

ぜそれを伝えるのか」「なぜこの媒体を選択するのか」といった根

本的な問いを整理し共有することができる。また、「広報紙を使って、

住民全体に届ける必要のある情報か？」など、対象者の設定が本当

に明確になっているかを確認する手がかりともなる。広報シートの

役割・効果について、先に述べてきたとおりであるが、こうした取

組みが全庁的に定着すれば、業務の引き継ぎにも活用でき、過去の

事例や結果を蓄積することで、成果指標の見直しや改善にもつなが

ると考えられる。その結果として、自治体広報において、一定の方

向性や価値観の継承とより良い循環が生まれる可能性がある。

 4　広報シートが「目的」にならない工夫

（1）目的化することへの懸念
広報シートは、広報活動の設計段階を支える有効なツールである

一方、その運用次第では、シートそのものが目的化してしまう危険

性も併せ持つ。ヒアリングにおいても、「シートを埋めること自体

が目的になると、かえって業務の負担になりかねない」という懸念

が示された。広報の質を高めるための仕組みが、形式的な作業に置

き換わってしまえば、本来の意義は損なわれてしまう。

自治体の規模や組織体制、職員数、これまでの広報の蓄積によっ

て、適したツールや運用方法は大きく異なる。重要なのは、広報シー

トがあくまで手段であり、広報の視点を庁内で共有し、「伝わる」

情報発信を実現する。という最終的な目的を達成できるのであれば、

必ずしも同一の様式にこだわる必要はないという点である。
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（2）柔軟な設計と項目設定の工夫
また、記載する項目は、特定の媒体を前提として設計するのでは

なく、「どの媒体を用いるのか」「なぜこの媒体を選択するのか」「結

果としてどのような効果が得られたのか」といった視点を含めるこ

とが有効である。さらに、発信主体についても、行政が行う広報に

限定せず、次の第 3 章に述べられる、行政以外の多様な主体によ

る情報発信を視野に入れるという発想を反映させる余地がある。

行政が保有するメディアに限らず、市民や団体、民間事業者など、

地域に存在する多様な発信主体との関係性を意識することは、情報

の広がり方や受け止められ方を考えるうえで重要である。広報シー

トに、「多様な発信主体」の選択や効果などを記載する項目を追加

することにより、こうした視点を導き入れるきっかけとなれば、自

治体広報をより開かれたものへと近づける可能性がある。

（3）「空欄」を活かすという考え方
一方で、項目を過度に増やせば、作成者の負担が大きくなり、形

骸化するおそれもある。運用にあたっては、すべての項目が必ずし

も埋まっていなくてもよい、という柔軟な考え方が重要である。河

井孝仁氏が『「負けるが価値」の地域術』でも指摘するように「空

欄には人を動かす力がある。すぐに埋められない項目があること自

体が、現状の課題や整理しきれていない部分を可視化する契機にな

り得る」という考え方は、広報シートの活用を考えるうえで大きな

ヒントとなる。

重要なのは、すべてを無理に書き切ることではなく、「なぜ書け

ないのか」「何が整理できていないのか」を考える過程である。こ

の視点は、単なるチェックリストに終わらせないための重要な気づ

きを与えている。
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（4）市民とともに育てる広報への視点
さらに、広報シートの運用においては、一定の「緩さ」を許容し、

行政以外の主体との協働や行政の弱み、課題も含めて伝える姿勢を

持つなど、市民とともに育てていくという視点も欠かせない。行動

変容を目的として、行政の立場から一方的に情報を発信すると、押

しつけがましく受け取られる可能性がある。広報シートを通じて、

「誰に、どのように伝えるのか」を検討することは、行政目線に偏っ

ていないかを点検する機会にもなり得る。

広報シートは目的ではなく、あくまで手段である。その本質を見

失わず、自治体の実情に応じて柔軟に運用していくことが、「伝わる」

広報を実現するための重要な前提条件であると考えられる。

5　組織としての蓄積と継承の可能性

広報シートの活用によって期待される効果の一つとして、広報活

動を個人の裁量に委ねるのではなく、「組織として支える仕組み」

が形成される点が挙げられる。担当者個人の経験や工夫に依存した

広報活動は、継続性を確保しにくいという構造的な課題を抱えてい

る。成果の高い広報事例が生まれたとしても、その背景にある判断

基準や思考過程が十分に共有されなければ、次の担当者に引き継が

れない可能性がある。

事業の目的、想定する対象、媒体選択の理由、期待する効果といっ

た要素を整理することで、「なぜこの発信を行ったのか」という思

考の軌跡が記録として残る。この記録は、単なる業務履歴にとどま

らず、次年度以降の広報活動を検討する際の参照資料となり、組織

としての判断の蓄積を支える基盤となる。

特に、広報紙に限らず、SNS やホームページ、他団体との連携

など、複数の媒体を選択肢として明示し、「なぜこの媒体を選択し
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たのか」「どのような効果を期待したのか」を言語化できる点は重

要である。媒体選択の理由を整理することにより、発信の意図が明

確になり、結果として「伝わる」広報につながりやすくなる。

さらに、広報シートの作成に事業所管部署が主体的に関わること

で、広報が特定の部署の役割に限定されるのではなく、「自分たち

の事業をどのように伝えるか」という視点が組織全体に共有されて

いく。このようなプロセスを通じて、情報整理のための様式である

と同時に、自治体における広報活動を組織的に支える基盤として機

能し得るものと考えられる。

6　広報シート導入における課題と「負担感」への配慮

広報シートは、自治体広報を組織的に支える有効なツールである

一方、その導入・運用にあたってはいくつかの課題も指摘されてい

る。なかでも、ヒアリングを通じて多く聞かれたのが、職員が感じ

る「負担感」である。日常業務が多忙を極める自治体において、新

たな様式や記録作業が加わることは、心理的・時間的な負担として

受け止められやすい。

特に、作成の目的や意義が十分に共有されないまま導入された場

合、「とりあえず埋める書類」「提出のための作業」として認識され、

形骸化するリスクが高まる。広報シートは本来、思考を整理し、広

報の質を高めるための手段であるが、その価値が理解されなければ、

単なる事務負担として扱われてしまう可能性がある。

この点からも、導入の前提として、「なぜ自治体広報が必要なのか」

「なぜ今、広報の考え方を整理する必要があるのか」といった問題

意識を職員間で共有することが不可欠である。行政が多くの情報を

住民に届ける意義が明確になれば、広報活動は単なる業務ではなく、

自治体と住民との関係性を支える重要な行為として位置づけられや
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すくなり、その理解があってこそ、職員は前向きに活用する動機を

持ち得ると考える。

また、負担感を軽減するための具体的な工夫も重要である。本市

においても、第 7 章アンケート調査結果報告に記載する、参考資

料 2：広報シート例 B「広報紙に特化したもの」を、特に特集記事

を作成する際に活用し、広報担当部署が事業を所管する各部署への

ヒアリングをする形で使用している。このことで、各部署の負担感

は減らしつつ、広報シート活用に求める目的の達成と各部署へ意義

の浸透が図れるものと考えている。現に、ヒアリング通じて、本市

と同様の活用を行っている自治体では、これからの行為を通じて、

各部署が独自に活用を始めたケースも聞かれたところである。

その他の例としては、広報を行ったことの反応や効果を記載する

欄を設けることで、翌年度以降の引き継ぎや改善に活用できるシー

トとすることが考えられる。これにより、広報シートは単年度で完

結する書類ではなく、継続的に価値を生み出す蓄積資料として位置

づけられる。

さらに、作成したシートを他部署の職員も含めて閲覧することが

できるフォルダ等にデータを蓄積することで、業務の引き継ぎや同

様の事業を行う他部署の参考資料としても活用することができ、組

織全体の学習資源としての価値も高まり得る。

いずれにしても、それぞれの組織にあった工夫を取り入れつつ、

「目的の丁寧な共有」が、何よりも重要かつ近道であると考える。

7　ヒアリング自治体に見る多様な実践例

本研究では、実際に、広報シートを含む広報活動に取り組んでい

る複数の自治体に対してヒアリングを行った。その結果、広報シー

トの位置づけや具体的な活用方法は自治体ごとに異なるものの、「伝
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わる広報」を実現しようとする根底の考え方には共通点が見られた。

本章では、特徴的な自治体の事例を取り上げ、広報シートをめぐる

多様な実践のあり方を整理する。

（1）静岡県磐田市における戦略的広報の位置づけ
磐田市では、広報活動を単なる情報発信ではなく、自治体運営を

支える重要な機能として早期から位置づけてきた。広報シートとい

う特定の様式を前面に出しているわけではないが、広報活動の指針

として「広報戦略プラン」やマニュアルを明文化し、職員間で共有

する取組みを重ねている点に特徴がある。

この事例は、「伝わる広報」を実現するために、必ずしも広報シー

トという形式的なツールに依存する必要はないことを示している。

一方で、広報の方向性や判断基準を明確にし、組織として共有する

という点においては、広報シートが果たし得る役割と本質的に共通

している。広報シートは、こうした戦略的広報を現場レベルで具体

化するための補助的な手段として位置づけることが可能であると考

えられる。

また、報道機関への情報提供の際に活用される「取材メモ」や、

新聞記者による研修の導入など、事業担当部署が関心を持ちやすい

切り口から広報の視点を浸透させる工夫も行われている。これらの

取組みは、形式に依存せず、広報意識を組織内に根づかせる実践例

として学ぶべき点が多い。

（2）岩手県奥州市におけるヒアリングツールとしての活用
奥州市では、広報シートを全庁的に作成させるのではなく、広報

担当部署の職員が特集記事を作成する際のヒアリングツールとして

活用している。シートを用いて事業を所管する担当部署から話を聞
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き、事業の背景や狙いをともに整理しながら記事内容を構築する手

法である。

この取組みの特徴は、広報シートが「書かせるための様式」では

なく、「対話を促すためのツール」として機能している点にある。

お互いに論点を共有しながら整理するプロセスを通じて、「何を、

なぜ伝えるのか」という認識が自然と浸透していく。この過程は、

担当部署にとっても広報を学ぶ機会となっており、広報シートの意

識の醸成ツールとしての側面を示す事例といえる。

さらに、奥州市では、広報紙に限らず、市のマスコットキャラク

ターやイベントなど多様な媒体を活用し、市民とともにまちの魅力

を育てるシティプロモーションを展開している。設定を固定しすぎ

ず、情報を段階的に発信することで「余白」を残し、市民が関与す

る余地を生み出している点は、広報における参加性の観点からも多

くのヒントを与えている。

（3）埼玉県北本市における企画書を起点とした主体的な広報実践
北本市では、各課が特集の企画を立てて広報担当に持ち込み、広

報担当が取材や編集で支援する形式を採っている。その際、広報担

当が用意した特集の企画書様式（本研究における広報シートに相当）

を用い、目的、ターゲット、背景のほか、参考とする他自治体の広

報紙や想定紙面、取材先、広報紙以外の広報展開（ホームページや

SNS 等）、編集後記の内容などを、各課が記載し提出することとし

ている。

この企画書は、特集の担当課に企画者としての当事者性や責任感、

主体性を持たせるとともに、担当課が思い描くイメージを可視化し、

広報担当と共有するためのツールとして機能している。また、取材

に協力する市民等に提示することで、企画の趣旨を理解してもらう

際にも活用されている。
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「広報シート」の負担を感じる声が多く聞かれる中、北本市では、

企画書の作成という一定のハードルを設けたことで、より意欲的に

特集を組みたいという希望が集まるようになり、結果として特集掲

載の希望件数が年々増加している点も注目される。これは、企画書

の活用により、一歩進んだ主体的な関与を促す効果を生んでいる事

例といえる。

さらに、広報担当が独自に企画する特集においても同様の企画書

を作成しつつ、取材や市民との対話を通じて、紙面の方向性が変わ

ることを前提とした運用がなされている。企画として成立させるこ

と以上に、市民との対話を重視し、必要に応じて積極的に方向性を

更新していく姿勢は、本研究の中の「空欄」を活かす考え方と通ず

るところがあり、「広報シート」の作成の議論の根幹とも言える、

重要な気づきを与えている。

8　結論  
－自治体における広報活動に求められること

自治体職員が日々取り組む情報の発信は、真に住民に届き、「伝

わる広報」として機能しているだろうか。そして、「まちを良くする」

という、本来の目的に貢献できていると言えるだろうか。本研究は、

多くの自治体が直面している、「伝わる広報」を実現するための課

題に対し、その一つの手法として、広報シートの可能性を検討して

きた。

行政が目的の達成を目指し、住民からの信頼を維持していくため

には、その時々の担当者の感覚に左右されない、一貫した考え方に

基づく情報発信が不可欠である。情報あふれる現代において、住民

は行政の情報を「待って」いるわけではない。意図や戦略のない発

信は、かえって不信感を募らせるだけになる可能性もある。必要な
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のは、組織全体の「伝える意思」と、「伝える」ことにとどまらない、

「伝わる」ことを重視した広報の仕組みである。

これらに対し、本研究を通じて、広報シートは自治体広報におけ

る有効なツールの一つになり得ると考える。

ただし、その価値は様式そのものにあるのではなく、広報の視点

を整理し、職員間で共有するプロセスにこそ意義がある。また、そ

の際、導入の目的が曖昧であったり、運用方法が組織の実情に合っ

ていない場合には、形骸化する恐れがある。導入にあたっては目的

意識の共有と職員の負担感への配慮のほか、自治体の規模・体制・

成熟度に応じた柔軟な運用が求められる。

自治体広報において重要なのは、「なぜ伝えるのか」「なぜ伝わる

必要があるのか」という根幹を見失わないことである。広報シート

は、その問いを職員に投げかけ続けるための装置として位置づけら

れるものであり、また、各自治体がそれぞれに合った解決法を見つ

け出すための一つのヒントとなり得るものである。

なお、本稿で示した広報シートの取組みは、広報分野にとどまら

ず、自治体が組織横断的に取り組む必要がある課題などの、他の分

野においても、取り入れ得る一つの視点を提供するものと考えられ

る。
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